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【 中東情勢要注意、「ミニ世界大戦化」を危惧する声も 】 
 
米国を交えた停戦協議の話も聞かれるなか、先週末の 13 日、イスラエルがイランを空爆。辛うじて維持さ
れていた均衡が崩れ、一気に危機的な状況へと陥った感もある。 
その一方、ロシアとウクライナの停戦協議もままならず。一部からは「ミニ世界大戦化」を危惧する声も聞
かれ、そして残念ながら簡単に否定できそうにはない状況だ。そんな「最悪のシナリオ」は一旦置いておく
として、それでも幾つか予想される世界情勢などについて以下でレポートしてみたい。 
 
◎露中が勢いづく!?、日本が巻き込まれる可能性も否定できず 
 
以前にもレポートしたように、ザックリ言ってかつて世界には 4 つの大きな懸念が存在し、うち 1 つ出来れ
ば 2つを解決できた政治家などがいれば、「ノーベル平和賞が確実に取れる」－－と言われていた。 
ちなみに、その 4 つの懸念とは「ロシアのウクライナ侵攻」、「イスラエルとイランの対立を中心とした不安
定な中東情勢」、「中国が狙う台湾侵攻など」、「北朝鮮情勢」－－になる。 
 
そうしたなか、在米筋によるとトランプ米大統領は以前から、「ノーベル平和賞の受賞」に並々ならぬ意欲
を見せていたとされる。 
政敵だった民主党のオバマ元大統領やゴア元副大統領の受賞を妬ましく思っているなか、今回トランプ氏
が再登板。「トランプ米大統領 2.0」のレガシィとして、「ノーベル平和賞受賞を最初から念頭に置いていた」
との声もあるようだ。 
 
事実、振り返ってみるとトランプ氏は、米大統領就任前後から先で指摘したうちのひとつ「ロシアのウクライ
ナ侵攻」に積極的に手を突っ込み、強引なまでの手法で停戦へと話を進めたことは周知のとおり。そして、
一時はなかなか順調に話が進展したかに思えたものの、ここ最近はむしろ先行きに暗雲が垂れ込めてい
る感を否めない。 
よって、トランプ氏自身も停戦への興味を失いつつあるようで、実際 5 月 19 日にはトランプ氏から「何も起
きなければ手を引く」との発言が聞かれ、仲介からの撤退示唆が伝えられている。 
 
一方で、トランプ米政権は、イスラエルに強く肩入れする格好で中東和平も同時に狙っていたわけだが、
「二兎を追う者は一兎をも得ず」の格言ではないが、結局こちらも奏功せず失敗に終わった感。 
さらには、「中国が狙う台湾侵攻など」の“暴走”も、まったく止められず。むしろ中国による日本やフィリピ
ンなどへの圧力が強まりつつあるばかりか、5月 22日には豪州の「裏庭」と言われる海域で、中国軍が実
弾演習を行い、一時騒然となったことは記憶に新しい。 
 
いずれにしても、先で取り上げた 4つのうち 3つがダメで、それぞれの先行きも望み薄。 
そうなると、「ノーベル平和賞」うんぬんもさることながら、外交で得点を稼ぐという意味でトランプ政権が
「北朝鮮に急接近する」という展開はなくもない。事実、その一端は今年 1 月のインタビューで「金総書記
は賢い男」と持ち上げたうえで、「再び接触するつもりだ」」などと述べていたし、今月 11 日にはレビット・ホ
ワイトハウス報道官が「トランプ氏は金総書記との書簡のやりとりに引き続き前向きだ。1 期目の 2018 年
にシンガポールで行った首脳会談での進展を大統領は確認したいと考えている」と述べたことが確認され
ている。 
 
いわゆるトランプ関税をめぐる問題も含め、対外要因でほぼ良いところがうかがえないなか、内政も移民
の取り締まり強化などを受け、全米でデモが実施されるなど混乱が拡大。支持率が低下していることも周
知のとおりだ。まさに「前門の虎、後門の狼」－－といった様相を呈する状況下、起死回生の一策としてト
ランプ米大統領が北朝鮮の電撃訪問や金総書記との会談といった手段を取らないとも限らない。しっかり
と動静を注視しておきたいと思う。 
もっとも、ここ最近の北朝鮮は、周知のようにロシアとの関係を深化させている。「米国の思い通りにはな
かなかいかない」といった声も少なくないようだ。 
 



 

なお、今回取材をした自衛隊の元幹部は、今回の中東危機拡大を受けた世界的な原油価格の上昇を強く
懸念。それは単に、資源輸入国である日本の経済に与える直接的なダメージを心配していただけでなく、
「原油価格が上昇すれば、ロシア経済を勢いづかせてしまう。結果として、対ウクライナ戦が長期化するこ
とになるうえ、場合によっては北海道など日本に対する軍事行動が出来る余裕さえ生まれる可能性」－－
を指摘していた。 
 
さらに、「ウクライナ」と「中東」、2 方面で戦争状態をたどるなか、米国の仲介が失敗したとなれば、中国も
勢いづき「間隙を突く格好で行動に出る」（前述の自衛隊元幹部）ことも、現実のものとして一部で懸念さ
れているようだ。 
さすがに、尖閣諸島を含む沖縄県など日本に対して直接的に挑みかかることに予想しにくいが、それでも
「台湾に侵攻する可能性は決して低くない」（同）のかもしれない。 
 
かつて、安倍元首相は「台湾有事は日本有事」－－と発言。そこここで物議を醸したことがあったが、そん
な状況が日本においても、すでに目前まで迫っているとの危機意識を、抱いておいて損はなさそうだ。そし
て、上記のようなシナリオが現実のものとなったとき、為替をはじめとする金融市場は果たしてどんな値動
きをたどるのだろうか。（了） 
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